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◎ エ0月8Hに、「科学 技 術 指標 に関 す る研 究 会 合 」を 開催 した 。この会 合 で は、9月に
刊 行 され た「体 系科 学 技 術指 標 」に つ いて紹 介 す る と と もに、レポ ー トの内 容 や 指
標 開 発 の 今後 に つ いて議 論 した 。
◎ 当研究所前総括主任研究官 児玉文雄 が「ハイテ ク技術のパ ラダイム」で平成三
年度吉野作造賞 を受賞 しま した。





1{ossainOrafai(イラ ン・マ シ ャ ド大 学 講 師)
llansGtnterDanielmeyer(独シ一一メ ンス社 副 社長)
黄 英 達(中 国 国家 科 学技 術委 員 会政 策 法 規司 副 司 長)
楊 永 全(中 国 国家 科 学技 術委 員 会信 息 中 心主 任)
2.レポ ー ト紹 介/HighlightoftheNewReport
「国立試験研究機関 と基礎研究:国 研 にお ける基礎研究 の振興 をめざ して」
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(MSTEPREPORTNo.20)につ い て
第1調 査研究 グルー プ
菊池 博之
科学技術政策研究所は、このほど標記 レポー トを発表Lま した。執筆者は、第1調
査研究 グループの武藤英一上席研究官 と平 野千博総括上席研究官 です。
この報告書は、科学技術政策研究所が、昨年5月か ら本年4月にか けて国立試験
研 究機関等12の機 関か ら研究運営の責任 ある研究者 を招 き、これ らの研究機関 に
おける基礎研究の性格や その運営上の諸問題の解明 を目的 として開催 した一連 の
セ ミナーの内容か ら、ポイン トを抽 出 し、整理分析 してまとめた ものです。
以下、この報告書 の概要を簡単 に紹 介 します。
1.国立試験研究機関 における基礎研究の位置づ け
図研 における基礎的 ・先導的研究の強化は、国 の基本的 な政策 のひとつ にな って
い る。
しか し、個 々の国立試験研究機関 の現 場で、基礎研究に積極的に取 り組 もうとし
て いる研究者か らは、基礎研究は、中央で言われ るほどには大 き く位置づ け られて
いない との指摘が多かった。
中央 では基礎研究振興の気運がかな りの盛 り上が りをみせてい るのに、その意
気込みが図研 の研究現場 まで十分 に浸透 して いないと感 じられて いるのはなぜか。
この点 を解 き明か したいという問題意識が この報告書のベースとな っている。
2.国立試 験研究機関 における基礎研究のイ メー ジ及び性格

















人類 の知的資産 の蓄積に寄与す る研究
学会発表 や論文発表 をす る研究




アカデ ミックな面でサイエ ンスに貢献 する研究
研究 グルー プの世界的 レピュテー ションを維持 するための研究
当面は実用的 な応用が想定 されない研究
「個人」を中心 に した研究
応用をあ る程度意識 しなが らその基盤 を作 ってい く研究
いろいろな技術 テーマに対 して共通的な原理原則を検討す る研究
このよ うなイメージか ら国立試験研究機関研究者 の目か らみた基礎研究 の性格
と して、次の ような点が浮かび上が って くる。
①個人中心の研究運営




所属省庁 の行政 ニーズに貢献 するために設置 されたはずの国立試験研究機関 に
とって上記 のよ うな性格の基礎研究がなぜ必要 とされ るのだろ うか。
その理 由にっ いては、各講演者の話 を総合すると、次の ように整理 で きる。
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①直接的 な行政 ニーズのある応用開発研究を効果的に実施す るためには、そ
の基盤 と して独 自の基礎研究が必要。
②国立試験研究機関が一定 レベルの「研究所」として内外か ら認 め られるため
には、それに応 じた レベ ルの基礎研究活動が必要。
③研究所の活性 化を図 るためには、基礎研究が必要。
④国立試験研究機関 も所属省庁の行政 ニーズのみな らず、広 く人類 全体 に寄
与 すべ きであ り、このため、人類共通の知識増加 に貢献す る基礎研究 もサポ
ー トすべ き。
⑤ 良い研究者を確保す るためには、高 い レベルの基礎研究活動 により、研究者
に とって魅力ある研究機関 とな ることが必要。
⑥ 国際的 な研究活動へのア クセスを確保す るためにも、高 い レベルの基礎研
究が必要。
このよ うに様 々な理 由があげ られてはいるが、国立試験研究機関が、これ までの
よ うな技 術導入を支える発展途上国型 の研究機関か ら、創造性 を重視す る先進国
型の研 究機関へ と脱皮 してい くためには、これまで以上 に基礎研究 に力を入れ て
い く必要 があることは、各講演者 の共通的認識であ った。
4.国立試験研究機関にお ける基礎研究活発化に当たっての障害
国立試験研究機関 にお ける基礎研究 を効果的に進め るための留意点 と して、各









しか し、図研の現場 においては、定員の抑制政策 、予算 の伸 び悩 み、予算運用上 の
様 々な制約、支援部門 の弱体化、研究者評価 の不足、過度 気味の テーマ重複回避姿
勢 、研究者人事の硬直化、所内 における基礎研究 に対 する理解不足 などの障害 があ




5.1国立試験研究機関 におけ る基礎研究 の位置付 け周知徹底 の必要性
国立試験研究機関 は、その役割、性格が多様 で、一律 の考え方 では律 しされな
い点があるが、今後創造的 な研究機関へ と脱皮 してい く上では、基礎研究 の実施
が必要 な ことは、共通的 な認識 である。
政府各省庁 としては、各国立試験研究機関 ごとに、そ こで求め られ る基礎研究
の性格 とその必要性 を明 らかに し、それぞれの研究機関関係者 に周知徹底 を図
る必要 がある。
5.2国立試験研究機関における研究運営の改善方策
国立試験研究機関の研究運営 に関 して今回指摘 された問題点は、これ まで も
指摘 されていた ものではあ るが、今回の一連 のセ ミナーの結果は、これ らの諸点
にっ いて、改善 の余地がまだ大 きく残 されていることを示 してい る。
本報告書 では、国研 における基礎研究運営の改善方策 に関 し、次の よ うな検討
課題を提案 して いる。
①優れた研究 り一ダー主導 による研究 の運営
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国研 にお ける基礎研究振興のポ イン トとして、優秀 な研究者を確保 し、あ とは
できる限 り自由な環境を与 えるとい う個人中心 の研究運営が強調 された。
このため、今後の国研 にとっては、個 々の研究者の 自由な発想 を殺す ことな く
、個人中心 の研究運営の下で、それぞれの研究 の方向を各国研 に与 え られた任務
の方 向に無理な く誘導で きる優れた研究 リーダーの確保 とその指導力が十分に
発揮 で きる体制の構築が重要 となろう。
②研究者 の流動性 向上 によ る競争的雰囲気の醸成
研究者間 の競争が円滑 に機能 しない背景 と しては、研究者の流動性の不足が
考え られ る。
従 って、競争的雰囲気の醸成の見地か らも、国研 にお ける研究者の流動性 を高
めて い く必要が ある。
③人当研究費の大幅ア ップ
研究現場 における自由度の拡大 を実効 ある もの とす るためには、人当研究 費
を研究 に必要 な額の相当部分が賄 える程度 にまで増額 し、それを各国研所長 の
裁量 によ り柔軟 に運用 して い くことが望 ましい。
④費 目間 ・年度間流用可能な研究予算 の試行的運用
研究費の より柔軟 な運用 を可能に し、研究費の使 い勝手 を良 くす るため、柔軟
に使用可能な予算 を～定額試行的に計上 し、所長裁量の下 で実際に使用 させて
みて、その結果か ら長期的な対策 を検討 しては どうか。
⑤研究支援 スタッフの優遇
国研 のテクニシャンを適切 に処遇す るため、例えば「技術専門官」とい うよ う
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以上が この レポー トの概要ですが、このほかに、この レポー トには、各省庁直轄
研究機関連絡協議会の協力を得て行 った国立試験研究機関所長 に対す る研究環境
に関す るアンケー ト調査 の結果及 びセ ミナーでの各講演者の生 の声が参考 資料 と
して添付 されているので、国立試験研究機関な どにお ける基礎研究運営のあ り方
にっ いて、検討す る際の有益 な参考資料 になることと思います。関係者 の方 々に、
ご一読をお勧 め します。
3.その 他/OtherTopics
◎ 外 部 発 表
○ 日 本 機 械 学 会 第69期 全 国 大 会(ユ0月16N～18日)
・三 津 間 秀 彦 「技 術 革 新 過 程 の 研 究 一宇 宙 技 術 の 事 例 分 析 」
○ 研 究 ・技 術 計 画 学 会 第6回 年 次 学 術 大 会(10月18日 ～19日)
・丹 羽 富 士 雄 ,富 沢 宏 之,平 原 史 人 「日本 の 科 学 技 術 指 標 」










平成3年9月28日より10月6日まで、富沢研究員(第2研究 グルー プ)は、イ タ リアの
ロー マで 開 催 され た「R&D統計 のた め の『フ ラス カテ ィ・マ ニ ュ アル』の改 訂 に関 す
る専門家会議 」に出席 のため出張 した。
当会議の 目的は、R&D統計 の適切な国際比較のためにOECDから発行 されてい る「
フラスカテ ィ・マニュアル」の改訂内容 を審議す ることである。原理的の ものか ら
技 術的な細部 あるいはマニュアルの表現 までが議論 の対象 となった。R&D統計の国
際比較 に際 し、統計の採 り方 の国による違 いをど う克服 するかが議論の焦点 であ
ったが、この ことは多 くの場 合、研究開発活動 あるいは科学技術活動を、他の社会
活動か らどう区別す るかという問題 に帰着 した。議論の決着のつかない もの も多
く、これ らにっいては事務局 で調整 することとな った。
この度 の改訂 に際 して、日本か らは、丹羽 前総括主任研究官(現筑波大学、科学
技術政策研究所併任)が、「R&Dの予測」に関す るマニュアルの草稿 を提出 した。今回
の会議では、この「R&Dの予測」に関する部分は重要な審議項 目の一つ と して取 りあ
げ られ、マニュアルの草稿は好評であ った。
◎人事往来/Staff
O権 田金治 東京電機大学教授が第2研究 グループ総括主任研究官 に10月1日就任
しま した。なお、丹羽富士雄筑波大学助教授は引き続 き当所 に併任 されます。
や科 学 技 術 庁 科 学 技 術 政 策 研 究 所
〒1◎0東 京 都 千 代 田 区 永 田 町1-1ユ ー39電 話03(3581)2391,2392
㊧NationalInstituteofScienceandTechnologyPolicy,
ScienceandTechnologyAgency,Japan
◇ADDRESS:1-11-39,Nagata-cho,Chiyoda-ku,Tokyo,100
◇PHONE:03(3581)2391,2392◇FAX:03(3503)3996
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